
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
平成30年度（2018年度）、厚生労働省により、都道
府県を実施主体として、検査の利用機会を拡大と
エイズ等の早期発見・早期治療を促進するモデル
事業が開始された。我々は、先行研究において、本
モデル事業を実施する愛知県から業務を受託し、
職域における健康診断の機会を利用したHIV感染
症/エイズ及び梅毒（以下、エイズ等）の同時検査
機会の提供を試み、5業種9企業の参画を得た。 
その結果、「HIV検査体制の改善と効果的な受検推
奨のための研究」班で得られた知見から選定した
適切な郵送検査キット利用と検査相談体制拡充に
よって「職場におけるエイズ問題に関するガイド
ライン（以下ガイドライン）」を遵守しつつ従業員
に不利益なく検査機会を提供可能であることを示
した。そして、受検者に対するアンケート調査の結
果から、参画企業の人材と情報インフラを活用し
た研究者による全社的啓発イベントは、エイズ等
の最新で正しい知識の普及と啓発に極めて有用で
あることを示した。また、より多くの企業の就業者
にエイズ等検査の機会を提供するためには、エイ
ズ等の検査ががんや肝炎ウイルス等と同様に健診
のオプション検査に位置付けられ、広く健診セン
ター等で提供されるようになることが望ましいと
考えられた。 
さて、職域において、格段の配慮が必要なHIV感染
症/AIDSは、ガイドラインによって、特に扱うべき
でない課題とされたままである。そして、ガイドラ
インにおいて、エイズ教育の項の(2) に「事業者
は、エイズ教育や相談等の企画、実施に当たって産
業医に中心的役割を担わせること。」とある一方、
ガイドラインを根拠に、産業医の研修は「職域では
HIVの課題は扱わない」としてHIV感染症/AIDSを扱
わない。その結果、ほとんどの産業医は、エイズの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
課題に関わっておらず、職域健診に関わる健診セ
ンター等は、医療現場同様に経験がないことを理
由に、どのような形であってもHIV検査の実施には
消極的であった。今後、職域でHIV検査機会が適正
に提供されるとともにHIV感染症/AIDSへの差別偏
見により従業員が不利益を被る事例をなくすため
には、適正なガイドラインの運用や改訂が必要で
あると考えられた。 
本稿では、この研究に参画した企業におけるエイ
ズ等検査機会の提供について、その結果と課題に
ついて記載する。 
健診センターにおけるエイズ等検査機会の提供及
び現行のガイドラインの運用に関する課題の検討
については、分担研究者の報告内容を参照された
い。 
 
Ｂ．研究方法 
企業におけるエイズ等検診の実施 
愛知県が受託したモデル事業を名古屋医療センタ
ーが受託して実施する。ガイドラインを遵守して
行う。対象は雇用保障、プライバシー管理及び健康
支援のポリシーを保証する企業及びその正規従業
員とする。エイズ等検査機会は郵送検査キットに
より提供する。郵送検査キットの配布方法は、【方
法１】社内正規従業員のうち対象者全員に郵送検
査キットを配布、【方法2】社内の全正規従業員に
対し情報伝達し、検査希望者のみが郵送検査キッ
トを提供（個人端末からweb申込）、【方法3】社内
の希望者に対し情報伝達し、検査希望者のみが郵
送検査キットを提供（個人端末からweb申込）、の
中から参画企業が選択する。2020年度以降は、エイ
ズ等検査実施の広報と啓発は、新型コロナウイル
ス感染拡大防止の目的もあり、原則としてイベン
ト形式では行わず、研究班が啓発資材（動画、パン
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フレット等）を提供し企業が独自に従業員に情報
伝達を行うこととした。 
受検希望者及び受検者数、受検及び未受検理由、啓
発効果の調査 
郵送検査キット配布数及びキット利用者数を調査
する。受検者にはHIV感染症/エイズに関する知識
確認を含むアンケート調査を実施する。知識確認
アンケートは、平成30年1月に総務省で実施された
「HIV感染症・エイズに関する世論調査」と比較で
きる形で啓発効果の検証を行う。 
データ解析 
継続的にHIV検査機会を提供した企業での受検希
望者及び受検者数、受啓発効果等の解析を行う。受
検希望者及び受検者数の解析は、研究参画企業か
ら従業員に対する受検勧奨圧力が生じないように
との要望を受け、研究終了時点で参画企業全体を
対象に解析を行う。企業個別の結果は公表しない。 
（倫理面への配慮） 
本研究班の研究活動において、患者個人のプライ
バシーの保護、人権擁護に関しては最優先される。
本研究班における臨床研究によっては、人を対象
とする医学系研究に関する倫理審査を当該施設に
おいて適宜受けてこれを実施する。職場健診にお
けるエイズ検査の実施に際しては、「職場における
エイズ問題に関するガイドライン」を遵守する。情
報の収集、解析及び公開等について、国立病院機構
名古屋医療センター臨床研究審査委員会（整理番
号：2018-039、2018-035、2018-105）及び産業医科
大学倫理委員会の承認（受付番号R4-018）を得て実
施した。 
 
Ｃ．研究結果 
愛知県におけるモデル事業の総括と成果 
「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン
（平成7年）」の（２）職場におけるエイズ対策の
基本的考え方を、1〜10のうち2の産業医の役割を
研究班が代替することで遵守した上で、特定の職
域（保険組合を有する大企業等）において郵送検査
キットを活用したHIV検査機会を提供した。また、
民間企業との連携は、HIVへの理解を社会に広め、
職場での健診機会や治療サービスを強化し、HIV対
策の社会的ネットワークを高めることを証明した。
また、「保健所における HIV 検査の実施について」
(令和 3 年 3 月 11 日付け)の発出にも貢献した。
本研究班での実施経験や知見を、APHA 2021 Annua
l Meeting & Expo（アメリカ公衆衛生学会総会）
で発表した。研究での知見を我が国のHIV検査のポ
リシーの変化に繋げたことは、学術的、国際的にも
評価された。 
HIV検査を受けやすい検査機会提供方法の検討 
モデル事業及び本研究を通じて、就労者が市中でH
IV検査を受けやすくなるよう、以下のような検査
機会の提供の仕組みを構築した。 

①iTesting@Aichi &NMC 
名古屋医療センターでHIVと梅毒と検査機会を提
供。スクリーニング検査のみ。愛知県からの補助に
より自己負担980円で匿名受検（ただし、携帯電話
番号かメールアドレスの記載が必要）。平日13時か
ら15時の受付で予約不要。採血のみで帰宅。結果は
採血当日の19時以降にwebで確認。 
②iTesting@Nagoya 
名古屋市無料検査会。名古屋市内特設会場での検
査。HIV、梅毒、B型肝炎、C型肝炎の4種。HIVはス
クリーニングのみ。無料匿名。年に３回、日曜日の
10時から16時に実施。当日は採血のみ。結果は翌日
17時からwebで確認。 
③iTesting@Nagoya&NMC 
名古屋市前立腺がん検診時HIV検査機会を提供す
る。名古屋医療センターで名古屋市ワンコイン（5
00円）前立腺がん検診受検する場合、希望すれば残
検体を利用して無料でHIVスクリーニング検査を
実施。結果は前立腺がん検診結果と別にiTesting@
Aichi &NMCと同じ方法で採血同日19時以降にweb
で確認。 
④iTesting@pharmacy 
2021年12月1日より名古屋市内の薬局で郵送検査
キットを試験販売開始。薬局の薬剤師は名古屋医
療センターで研修。 
研究協力企業での継続的なエイズ等検査機会提供
による従業員の受検動向の調査 
モデル事業にも参画した４企業の協力を得て、職
域で郵送検査キットを用いたエイズ等検査機会を
提供した。研究班から提供した資材を基に、各企業
の担当者が正社員に対して広報、啓発及び検査提
供の情報提供を行なった。 
2018年度から2022年度までに7企業でエイズ等検
査機会提供を行い、3,530キットが取り寄せられ、
1,857キットが使用された。2企業で先行研究を含
め2019年度から2022年度の全期間で継続的に郵送
検査キットによるエイズ等検査機会提供を行った。
2019年以降、継続して検査機会を提供している企
業A（正社員数約3,200人）のキット取り寄せ者数
（キット使用者数）は、638（425）→232（153）→
197（125）→229（134）、企業B（正社員数約2,80
0人）では411（298）→137（95）→139（95）→68
（47）であった。検査機会利用者に不利益は生じな
かった。 
2021年度は、参画企業全てが【方法2】により検査
機会提供を行った。11月29日〜12月10日までを郵
送キット取り寄せ期間、12月17日を郵送キット返
送期限として実施したところ、388人が郵送検査キ
ットを取り寄せ、254人（65.5％）が実際に使用し
た。検査結果の閲覧時に「ご利用者アンケート」を
行なったところ、121人から回答を得た。その内訳
であるが、男性88人(73%)、女性33人（27%）、平均
年齢は41歳であった。生涯初の検査であったのは7



3人(60%)であった。検査機会利用者に不利益は生
じなかった。 
キットを取り寄せながら受検しなかった原因を検
討するために、研究参画企業の全従業員を対象と
したアンケート調査を実施したところ、301人が回
答した。検査機会を利用したことがあるのは115人
（38.2%）で、キットを取り寄せた124人のうち返送
しなかったのは27人(21.8%)であった。その理由を
尋ねたところ、ランセット針を用いた自己採血の
難しさ、煩わしさが主な原因であり、受検の自発性
が損なわれていることや、職場から不利益を被る
ことが理由ではなかったことが明らかになった。 
「ご利用者アンケート」でHIVの知識の確認を行な
ったところ、これまでの結果と同様に、「HIVは、
感染している人とキスをしても感染しない」、「HIV
は、蚊によってうつされることはない」、「保健所
では無料でHIV検査が受けられる」項目を知らなか
ったと答えた人の割合が高かった。 
 
Ｄ．考察 
職域におけるエイズ等検査機会の提供 
エイズ動向委員会報告によれば、新規HIV感染者/A
IDS患者のほとんどは生産年齢人口に属する。これ
らに検査機会を提供する場として職域は考慮すべ
きではある。しかしながら、労働安全衛生法等の法
律上の根拠がないこと、労使双方に健康情報の保
持取扱に関する不安があること、エイズ等に関し
ては産業保健業務従事者の支援体制が脆弱なこと
といった理由から、企業健診の項目に組み入れて
実施するのが現状は適切ではない。 
郵送検査キットの課題 
現在のガイドライン下、職域でエイズ等検査機会
を提供する場合、郵送検査キットは唯一の選択肢
である。現在の郵送検査キットはろ紙血を検体と
して用いるものが主体である。今回の試みで、検体
準備に関わる問題により、受検を考慮し郵送キッ
トを取り寄せた者のうち20%以上が受検しなかっ
たことが明らかになったことから、デバイスの改
良や検体の検討が望ましい。また、適正な郵送検査
の実施を担保するシステムの構築や利用者が参照
し得るガイドの作成が必要である。 
企業におけるエイズ等検査機会提供の意義 
企業におけるエイズ等検査機会提供の対象は、現
在の個別施策層を対象にしたエイズ対策とは異な
り、エイズ等に罹患するリスクの高い層ではない。
職域でのエイズ等検査の意義とは、エイズ予防指
針の前文の「健康の問題」の観点から、他の健診で
受検者が実質的に血糖値や脂質マーカーに「異常
がない」ことを確認しているのと同様に、エイズ等
に「罹患してない」ことを確認する機会で、陰性履
歴を残すことである。 
最も大きな意義は、検査機会提供時に、就労者に対
しエイズ等の正しい知識の普及啓発が行われるこ

とである。企業や保険関連団体等の情報発信の力
は強く、適正にエイズ等検査機会の提供が継続さ
れることで、最新のエイズ等の情報が提供される
可能性がある。 
職域におけるエイズ等検査機会提供のあり方 
職域でエイズ等検査機会を提供する場合は、各企
業で健康情報取扱規程の策定等を通じて就労者の
健康情報が適正に扱われる環境が整った後、健診
機会等に健診センター等でオプション検査として
選択可能にすることが望ましい。企業及び健診セ
ンター等の産業保健業務従事者へのエイズ等に関
する最新で正しい知識普及を行うことで検査提供
及び受検者等の支援体制の充実を図ることも必要
である。 
薬局におけるエイズ等検査機会提供 
従業員が企業から一定の補助を受けてセルフテス
トキットを購入して検査をするという場面を想定
し、薬局でのエイズ等検査キット販売を考えて実
施した。今回は、広報の対象を協力企業の店舗に来
店した人となったこと、今回の無料配布の試みの
周知方法が不十分だったことが利用の伸びなかっ
た主な要因と思われた。新型コロナウイルスのセ
ルフテスト実施に薬局が重要な役割を果たした。
セルフテストキットの提供場所として薬局と協力
することは一つの選択肢としてあり得ると考えら
れる。 
ガイドラインの職域での運用の課題の検討 
プライバシー確保に格段の配慮を要するとされる
ことがHIV検査の職域等での実施が忌避される要
因の一つであったが、健康情報取扱規程では、すべ
ての従業員の健康情報は同様に格段の配慮をもっ
て扱われるべきであると定められると考えられる。
本規定が適正に運用されればガイドラインを別途
定める必要がない、すなわち、職域においてエイズ
等もガンをはじめとする様々な健康の課題の一つ
して扱われるようになるのではと思われる。 
 
E. 結論 
従業員の健康情報の適正な管理やプライバシー保
護が適切に行われている企業では、職域でエイズ
等検査機会提供が可能なことが明らかになった。
企業や健診センターにおける職域健診時等におけ
るエイズ等検査機会の提供はHIV検査の受検者増
につながる。また、健診センターでのHIV検査の経
験の蓄積により、保健所検査の外部委託先の候補
となる可能性がある。 
また、健診センター等でオプション検査としてHIV
検査を提供されるようになれば、従業員へのHIV検
査機会提供が増えるとともに、健診センター従事
医や産業医の疾病理解を進むことも期待される。
職域における産業医や保健師などの専門職の役割
を確認する契機にもなり、HIV感染者が不条理な扱
い受けない職場環境が整備される可能性がある。 



ガイドラインは海外赴任時のビザ取得のための
HIV検査受検などが現在の記載や運用では抵触す
ると評価された。「職場におけるエイズ問題に関す
るガイドライン」の適正な運用や改正により、職域
で労使共にHIVに係る課題に適切に対応すること
が可能になる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 特になし。 
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